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皆様、本日はご多用のところ、日本商品先物取引協会の第 34 回通常総会にご出席いただき、誠

にありがとうございます。

また、本日は農林水産省の宮長様、経済産業省の鈴木様にご臨席を賜り、厚く御礼申し上げます。

会員の皆様におかれましては、日頃より当協会の事業活動に対しまして、格別のご理解とご支援

を賜り、心より御礼申し上げます。おかげさまで、令和６年度の事業を無事に終えることができま

した。

本日の総会におきましては、「令和６年度事業概況報告及び収支決算について」と「理事の選任

について」という協会の活動のために重要な議案をご審議いただく予定でございます。ご出席の皆

様には、内容をご確認いただき、何卒ご承認賜りますようお願い申し上げます。

さて、商品先物取引の機能である価格変動リスクのヘッジや価格発見を通じて、生産から流通、

消費に至る産業インフラとして商品先物市場の役割を果たすべく、５月 26 日に東京商品取引所で

は電力先物市場で年度物先物を、大阪取引所では上海天然ゴム先物を上場いたしました。

また、「令和のコメ騒動」と言われたコメ価格の高騰を受け、６月にまとめられる「経済財政運

営と改革の基本方針」、いわゆる「骨太の方針」ではコメの安定供給や備蓄米の流通が盛り込まれ

るとの報道もあり、堂島取引所の米穀指数先物を含め、ここでも商品先物市場の役割を果たすこと

ができればと思っております。

一方、当協会の集計では昨年度の店頭商品ＣＦＤ取引の取引金額が過去最高を記録しており、店

頭ＦＸ取引と同様に積極的な資産運用のニーズの表れとして、今後も注視していく必要がございま

す。

当協会といたしましては、自主規制機関としての役割を果たしながら、商品先物取引の健全な発

展のために貢献してまいります。

加えて、本年から金融活動作業部会、ＦＡＴＦによる「第５次相互審査」が開始されると伺って

おります。これに備えて、わが国の金融業界全体において、マネー・ローンダリング及びテロ資金

供与対策への対応強化が求められています。このような国際的な視点に照らし、当協会といたしま

しては、昨年度に開設したマネロン対策専用ページの充実を図り、商品先物取引業者が適切なリス

ク管理体制を構築できるよう支援いたしますので、会員の皆様におかれましては、自社の体制を不

断に見直し、実効性のあるマネロン防止対策の確立に取り組んでいただきますよう、改めてお願い

申し上げます。

最後になりましたが、今後とも当協会への変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げるとと

もに、会員各位のご発展と皆様のご健勝を心よりお祈り申し上げまして、私の挨拶とさせていただ

きます。

本日はよろしくお願いいたします。

令和 7 年 6月 19 日に第 34 回通常総会が開催され、会議の冒頭で稲垣会長から挨拶が行われ

ました。
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本会の役員の任期は、理事が 1 年、監事が 2 年と定められており、令和 7 年度は理事の改選

期にあたります。会員から選出される理事については理事会が指名し、外部有識者等の会員外

理事については会長が選定のうえ、それぞれ第 34 回通常総会（令和 7 年 6 月 19 日開催）にお

いて付議されました。

その結果、新任の石橋優氏、多々良孝之氏、二家英彰氏の 3 名を含む 12 名の理事が、満場一

致で選任されました。

また、同日開催された理事による役付理事互選会において、会長に稲垣隆一理事、副会長に

岡地和道理事および小川潔理事が選任されました。

これに伴い、佐藤雅英様、多々良實夫様、二家勝明様の 3 名が理事を退任されました。特に、

平成 11 年 4 月の本会発足当初から理事を務められ、平成 18 年からは副会長も兼任された二家

勝明様、ならびに平成 18 年から理事を務められた多々良實夫様には、これまでの長年にわたる

ご尽力に心より感謝申し上げます。

◆ 役 員（15 名、監事は非改選）

役 名 氏 名 会員/会員外 所属・役職等

会  長 稲垣 隆一 会員外 弁護士

副 会 長 岡地 和道 会 員 岡地㈱ 代表取締役社長

副 会 長 小川  潔 会員外 日本商品委託者保護基金副理事長

理  事 有山 雅子 会員外 (公社)日本消費生活ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ･相談員協会 顧問

理  事 石崎  隆 会員外 ㈱東京商品取引所 代表取締役社長

理  事 石橋  優 会 員 ㈱三井住友銀行 常務執行役員市場営業統括部長

理  事 河内 隆史 会員外 明治大学 名誉教授

理  事 多々良孝之 会 員 豊トラスティ証券㈱ 専務取締役管理本部長

理  事 長澤 孝昭 会員外 ジャーナリスト・㈱時事総合研究所 客員研究員

理  事 中曽根 淳 会員外 日本商品先物取引協会事務局長

理  事 二家 英彰 会 員 日産証券㈱ 代表取締役社長

理  事 升田  純 会員外 弁護士

監  事 木下 恵嗣 会員外 公認会計士

監  事 中島 義則 会員外 弁護士

監  事 細金 英光 会 員 フジトミ証券㈱ 代表取締役社長

文責：関口
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⒈ 令和６年度事業

令和 6 年度は主たる事業として次の事柄に取り組みました。

⑴ 自主規制に係る事業

令和 5 年 12 月 1 日に施行した「会員等の外務員の登録等に関する規則」及

び同規則に関する細則の改正に係る附則を改正するとともに、令和 2 年の商品

移管に伴う商品デリバティブ取引総合試験や外務員資格認定講習の創設等によ

り重層的になった関係規則の規定を整理し、外務員登録の安定的な運用を図る

観点から、「会員等の外務員の登録等に関する規則」等の改正を引き続き検討

いたしました。

⑵ 苦情・紛争等の解決に係る事業

苦情処理及び紛争仲介に取り組むとともに、顧客等とのトラブルの未然防止

に役立つ情報の発信に努めました。

⑶ 外務員登録・資格試験等に係る事業

主務大臣から委任されている外務員の登録に係る事業では、新規登録、登録

更新、登録抹消を行うとともに、外務員資格試験及び外務員登録資格認定講習

並びに登録更新講習を実施しました。

⒉ 令和６年度収支決算

適切な予算執行を図るため、本年度は 2 回にわたり変更収支予算を策定しました。

厳しい財政状況が続く中ではありましたが、新たに 2 社の会員が入会したことに

より、当初予算に比べ収入が 8,906 千円増加しました。一方で、支出の抑制にも引

き続き努めてまいりました。

その結果、事業活動収支差額は 42,720 千円となり、将来に備えて「運営準備引当

資産」および「システム更新等準備積立資産」への積み立てを行いました。

これらの対応により、次期繰越収支差額は 19,288 千円となりました。

文責：関口



THE COMMODITY FUTURES ASSOCIATION OF JAPAN

- 4 -

【令和 7年度事業推進の基本方針】

令和７年度は、令和２年７月に東京商品取引所の貴金属市場等が大阪取引所に移管されて

５年目となります。この５年間、商品先物取引法に基づき行われる国内商品市場の取引規模

は縮小し、本会の財政基盤に影響が生じることとなったため、令和４年度から日商協改革と

して本会の業務の構造改革を断行し、財政及び事業の安定を図ってきました。

令和７年度の事業においては、商品先物取引業界の健全な発展を支援するという本会の目

的を果たすため、委託者等の保護を最優先とし、①健全な取引環境を維持するための自主規

制に係る事業の展開、②苦情、相談の対応、③信頼して取引を行うための基礎情報を広報す

るなど、本会が担うべき業務を着実に実行してまいります。

また、会員の行う商品先物取引業務の支援として、④リスクマネジメントの視点に立った

マネー・ローンダリング対策等の取組みに係る会員とのコミュニケーション、⑤登録外務員

の資格試験や認定講習等の充実と外務員登録の安定的な運用、⑥商品ＣＦＤ取引の拡大に応

じた業務の検討を行ってまいります。

これら６項目を実現するために、継続して協会運営の合理化を進めるとともに、事務局職

員の採用や教育、システムのセキュリティの強化を図るなど、本会の内部体制を強化してま

いります。

協会運営については、限られた事務局の人員であっても業務を効率的に持続して行えるよ

う、引き続き個別業務の見直しと業務のデジタル化に取り組んでまいります。

令和７年度 事業計画

１．自主規制に係る事業

⑴ 会員の適正な商品先物取引業務の確保

① 内部管理責任者等資格研修、内部管理総括責任者等研修の充実

② マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策、反社会的勢力の排除等に係る継続的

な取組みへの支援

③ 商品取引契約（商品関連市場デリバティブ取引に係る金融商品取引契約を含む。）の

締結に先立っての反社会的勢力の該当性に係る照会制度の着実な運営

④ 不招請勧誘禁止の例外に対応した適正な商品先物取引業務の確保

⑤ 監査結果や苦情、紛争の発生状況等に応じた助言や指導

⑥ 違反等行為を行った会員に対する制裁及び役員使用人等に対する処分等の実施
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⑵ 商品先物取引業務に係る自主規制ルールの整備

① 自主規制ルールの整備

② 会員及び商品デリバティブ取引の状況に対応した自主規制機能の検討

⑶ 会員の監査

① 会員の商品先物取引業務及び財務等に関する監査（モニタリング）の実施

② 社内監査の結果に関する調査、フォローアップの実施

⑷ 商品取引事故の確認申請等の適正な運営

⑸ 個人顧客を対象とした商品先物取引業務を行っている会員の企業情報の開示

２．苦情・紛争等の解決に係る事業

⑴ 顧客等からの相談等への適切な対応

⑵ 顧客等からの苦情の迅速な解決

⑶ 紛争の解決のためのあっせん・調停の円滑な実施

① 紛争仲介業務（商品関連市場デリバティブ取引と跨る事案を含む。）の迅速な実施

② 利用者の声を生かした円滑な紛争仲介業務の実施

③ 紛争仲介業務の質の向上に向けた取組み

⑷ 苦情・紛争等内容の調査、分析及びその情報提供

⑸ 投資家向けの商品デリバティブ取引の仕組み等に関する情報提供

⑹ 消費者相談機関等との情報交換

３．外務員登録・資格試験・研修等に係る事業

⑴ 外務員登録の的確な運営、実施

⑵ 外務員資格試験の適正な運営、実施

⑶ 登録更新講習の的確な運営、実施

⑷ 外務員資格試験、認定講習等の充実

４．広報等に係る事業

⑴ 協会ウェブサイト（ホームページ）のコンテンツの充実、強化

⑵ 協会事業等に係る情報提供

① 商品デリバティブ取引に係る統計の作成

② 会員に対する商品先物取引業務に関する各種情報の提供

③ 社会的信頼性向上のための協会自主規制活動の広報

④ 消費者相談機関等への情報提供

⑤ マスコミ報道機関等への情報提供

以 上
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令和７年度 収支予算書（令和７年４月１日～令和８年３月 31 日） （単位：千円）

科     目 令和７年度予算額①
令和６年度

第 2 次変更予算額②
増 減①－②

Ⅰ．事業活動収支の部

1．事業活動収入

① 特定資産運用収入 ０ 122 △122

② 入会金収 ０ 2,000 △2,000

③ 会費収入

        定額会費 108,000 107,250 750

        比例会費 44,271 44,204 67

④ 事業収入

  紛争仲介手数料収入 290 150 140

    受講・受験料収入 4,813 5,400 △587

    登録料収入 2,900 3,780 △880

    反社照会手数料収入 12 3 9

⑤ 雑収入 30 10 20

  事業活動収入計 (a) 160,316 162,919 △2,603

2．事業活動支出

  ①事業費支出

    自主規制業務費支出 2,086 1,403 683

    紛争処理等業務費支出 1,406 165 1,241

    試験登録事業費支出 10,596 3,907 6,689

    広報実施費支出 11,050 1,449 9,601

    職員給与支出 37,992 28,934 9,058

    役員報酬支出 10,056 8,931 1,125

退職給付支出 0 0 0

    事務所賃料支出 5,155 5,791 △636

    その他業務管理費支出 6,600 5,566 1,034

  事業費支出計 (b) 84,941 56,146 28,795

  ②管理費支出

    職員給与支出 40,105 39,709 396

    役員報酬支出 10,281 9,080 1,201

    退職給付支出 0 300 △300

        総会・委員会支出 2,557 1,738 819

    事務所賃料支出 5,155 5,791 △636

    その他業務管理費支出 18,306 11,099 7,207

    管理費支出計 (c) 76,404 67,717 8,687

  事業活動支出計 (d)＝(b)＋(c) 161,345 123,863 37,482

  事業活動収支差額 (e)＝(a)－(d) △1,029 39,056 △40,085

Ⅱ．投資活動収支の部

  1．投資活動収入

   ①特定資産取崩収入

    退職給付引当資産取崩収入 0 300 △300

    運営準備引当資産取崩収入 10,000 7,000 3,000

  投資活動収入 （f） 10,000 7,300 2,700

  2．投資活動支出

①特資産取得支出

退職給付引当資産取得支出 14,521 14,329 192

運営準備引当資産取得支出 10,000 10,000 0

ｼｽﾃﾑ更新等運営準備引当資産取得支出 0 18,000 △18,000

②固定資産取得支出

器具及び備品取得支出 0 168 △168

  投資活動支出計 (g) 24,521 42,497 △17,976

  投資活動収支差額 (h)=(f)－(g) △14,521 △35,197 20,676

  当期収支差額  (A)=（e)＋(h) △15,550 3,859 △19,409

  前期繰越収支差額 (B) 15,550 11,691 3,859

  次期繰越収支差額 （C)＝(A)＋(B) 0 15,550 △15,550

文責：関口
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１．売買枚数

令和５年度
(令和 5 年 4 月～令和 6 年 3 月)

令和６年度
(令和 6 年 4 月～令和 7 年 3 月)

増減率

国内市場全体の売買枚数 6,435 千枚 7,874 千枚     22.4％

会員売買枚数(自己取引を含む) 5,765 千枚 7,426 千枚 28.8％

会員の占有率 89.6％ 94.3％ －

【コメント】

令和６年度は、前年度比で国内市場全体の売買枚数が 1,439 千枚（22.4％）の増加、会員売買

枚数も 1,661 千枚（28.8％）の増加となっています。

２．受取手数料

  令和５年度        
(令和 5 年 4 月～令和 6 年 3 月)

令和６年度        
(令和 6 年 4 月～令和 7 年 3 月)

増減率

会員の受取手数料の合計 1,288 百万円 1,357 百万円 5.4％

Ｒ5 年度比 受取手数料増加会員 － 6 社

Ｒ5 年度比 受取手数料減少会員 － 9 社

※1 受取手数料が百万円未満の会員は集計から除外している。

※2 受取手数料には、国内商品市場取引のほか、外国商品市場取引が含まれている。

※3 9 月決算の会員は、決算期に合わせ令和 4 年 10 月～令和 5 年 9 月、令和 5 年 10 月～令和 6 年 9 月の額で集

計し比較した。

【コメント】

令和６年度は、会員の受取手数料は前年度比で 69 百万円（5.4％）の増加となっています。

集計方法等について

１．集計は翌月 20日までに会員各社から提出された月次報告書（省令様式第 12 号）に基づいてお

り、提出後に訂正のなされた数値は反映していない。

２．集計のため、百万円単位未満を四捨五入している。
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３．預り証拠金

令和５年度
(令和 6 年 3 月末日現在)

令和６年度
(令和 7 年 3 月末日現在)

増減率

会員の預り証拠金の合計 75,318 百万円 65,401 百万円 ▲13.2％

Ｒ5 年度比 預り証拠金増加率 10％以上 － 4 社

Ｒ5 年度比預り証拠金±10％の範囲内 － 3 社

Ｒ5 年度比 預り証拠金減少率 10％以上 － 8 社

※ 預り証拠金には、国内商品市場取引のほか、外国商品市場取引を含んでいる場合がある。

【コメント】

⑴ 令和 6年度は、前年度比で会員の預り証拠金が 9,917百万円（-13.2％）の減少となっていま

す。

⑵ 会員の預り証拠金の増加又は減少した会員数は、増加率 10％以上が 4社、±10％の範囲内が

3社、減少率 10％以上が 8社となっています。

４．委託者数

令和５年度
(令和 6 年 3 月末日現在)

令和６年度
(令和 7 年 3 月末日現在)

増減率

委託者数の合計 26,411 人 34,763 人 31.6％

実働委託者数 681 人 827 人 21.4％

稼働率（実働委託者数／委託者数） 2.6％ 2.4％ －

Ｒ5 年度比 委託者数増加率 10％以上 － 2 社

Ｒ5 年度比 委託者数±10％の範囲内 － 8 社

Ｒ5 年度比 委託者数減少率 10％以上 － 5 社

【コメント】

⑴ 令和 6 年度は、委託者数の合計は 8,352 人（31.6％）の増加、実働委託者数は 146 人（21.4％）

の増加となっています。

⑵ 委託者数の増加又は減少した会員数は、増加率 10％以上が 2 社、±10％の範囲内が 8 社、減

少率 10％以上が 5 社となっています。

文責：小河
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１.主な記載項目  

相談等業務レポートでは、以下の項目について、受付件数、申出人の属性、申出内容等の分類

と分析を行っています。

Ⅰ．概況（2024 年度）

Ⅱ．2024 年度における問い合わせ、苦情及び紛争仲介の処理状況（直近 5 年度との比較）

1．問い合わせの受付状況

2．苦情の受付及び処理状況

3．紛争仲介の受付及び処理状況

4．苦情等（苦情と紛争仲介直接申出）の状況

２.2024 年度（令和 6 年度）の内容

1999 年（平成 11 年）の相談センター開設から 2024 年で 26 年目となりました。この間、問い

合わせ、苦情及び紛争仲介の受付件数は、下表のとおりいずれもピーク時から大きく減少してお

ります。2024 年度は苦情の受け付けが 4 年連続して 0 件、紛争仲介は 1 件でした。

▼2024 年度と前年度との比較並びにピーク年度の件数

2024 年度 2023 年度 前年度比 ピーク時件数（年度）

問い合わせ 136 件 145 件 -9 件 8,221 件（2001 年度）

苦 情 0 件 0 件 ― 503 件（1999 年度）

紛争仲介 1 件 2 件 -1 件 250 件（2004 年度）

３.受付事例（「相談等業務レポート」より一部抜粋）

2024 年度中に本会に寄せられた「問い合わせ」の主な相談内容及び「紛争仲介」の主な申出

内容は以下のとおりでした。（2024 年度は「苦情」の申出がありませんでした。）

⑴ 問い合わせ

❖ 商品 CFD 取引（天然ガス）を行っている。当初 1,330 万円入金したが、現在は 160 万円に

なってしまった。現在も取引中であるが、今後どうしたらよいか。（70 歳代、店頭取引）

⑵ 紛争仲介

❖ これまで営業の電話が 3 回あり、その都度断わっていた。ある日 4 回目の電話があり、そ

の時も断っていたが、「話を聞いてください」と言われ、最終的に自宅に訪問され、私はお

金を持っていないので断っていたが、「何とかお願いします」と頼まれ、主人のお金 350 万

円を入金し、取引（国内市場取引・スマート CX）を開始してしまった。（70 歳代、店頭取引）

文責：小河

相談センターでは投資家等へ情報提供の一環として、前年度に寄せ

られた相談（問い合わせ）、苦情及び紛争仲介の受付、処理状況を整理・

分析し、「相談等業務レポート」としてとりまとめ、協会ウェブサイト

「資料・統計」メニューの「相談センターの業務状況」で公表してい

ます。

本年は 6 月 11 日に 2024 年度（令和 6 年度）分を公表しました。

ここで「相談等業務レポート」の内容を簡単にご紹介します。
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１．商品先物取引法に基づく国内商品市場取引を行う商品先物取引業者の状況

年度

商品先物取引業者

（商先業者）数

国内市場

売買枚数

国内市場

取組高

国内市場

商先業者

売買枚数

国内取引

を行う社

の外務員

手数料

収入

国内取引

苦情・

紛争仲介

直接申出

全体
国内取
引社数

（千枚） （千枚） （千枚） （人） （百万円） （件）

H17 年度 ― 86 215,489 1,514 182,145 12,055 223,839 385

H18 年度 ― 79 170,133 1,080 141,951 9,678 153,760 279

H19 年度 ― 70 142,141 661 114,494 6,926 113,659 286

H20 年度 ― 49 92,623 415 63,641 4,801 62,128 195

H21 年度 ― 37 68,518 447 44,990 3,511 48,420 100

H22 年度 53 33 63,570 393 44,654 2,788 44,236 55

H23 年度 59 33 65,818 394 50,662 2,409 46,222 66

H24 年度 56 32 56,227 391 47,185 2,314 43,174 48

H25 年度 51 32 48,377 265 43,571 2,308 34,370 40

H26 年度 49 31 46,028 337 41,929 2,277 31,400 27

H27 年度 47 29 53,118 392 50,025 2,141 26,795 35

H28 年度 45 28 51,632 510 48,516 2,089 25,686 11

H29 年度 44 27 51,380 519 49,417 1,891 23,746 16

H30 年度 45 27 42,617 341 41,228 1,771 22,297 13

R 元年度 41 25 43,413 265 42,326 1,677 23,729 15

R2 年度 38 21 19,969 130 19,353 1,427 5,995 18

R3 年度 34 17 8,291 74 8,040 1,034 1,915 4

R4 年度 36 16 4,252 49 3,501 1,011 1,259 1

R5 年度 34 15 6,434 77 5,726 1,041 1,287 2

R6 年度 36 16 7,874 95 7,425 1,077 1,374 1

1）商先業者数、国内市場取組高、国内取引を行う社の外務員数は年度末現在、これ以外は年度累計の値である。

2）商先業者は、商品先物取引法施行(H23.1.1)まで商品取引員とされ、国内市場取引のみが規制の対象であった。

3）年度末日（月末日）に廃業した会社に係る外務員数は数値に含めているが、商先業者数からは除いている。

4）平成 23 年 1 月以降の手数料収入には外国商品市場の収入が含まれている。

出典：国内市場売買枚数は令和 2 年 7 月まで日本商品清算機構「出来高速報」、それ以降は各商品取引所、国内市場

取組高は平成 19 年度まで全国商品取引所連合会編「商品取引所年報」等（各月央値）、20 年度以降は各商品

取引所（月末値）、それ以外は協会調べ
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３．登録外務員数の推移

21 ╕≢                                   

ה

17 14,611 4,271 729 6,827 12,055

18 12,055 2,695 545 5,072 9,678

19 9,678 1,668 457 4,420 6,926

20 6,926 980 287 3,105 4,801

21 4,801 715 887 2,005 3,511

22 6                                    

ה

℮∟ ℮∟ ℮∟ ℮∟ ℮∟ ℮∟ ℮∟ ℮∟ ℮∟ ℮∟

22 3,511 3,511 0 314 301 0 603 603 0 1,024 1,024 0 2,801 2,788 0

23 2,801 2,788 0 28,208 388 308 218 218 0 1,932 767 36 29,077 2,409 272

24 29,077 2,409 272 4,173 403 51 173 173 0 2,637 471 129 30,613 2,314 194

25 30,613 2,314 194 3,306 388 20 193 191 0 2,802 410 33 31,117 2,308 181

26 31,117 2,308 181 2,673 344 38 200 200 0 1,987 375 32 31,803 2,277 187

27 31,803 2,277 187 2,911 280 40 472 471 0 2,249 416 59 32,465 2,141 168

28 32,465 2,141 168 2,912 306 20 372 370 0 2,526 358 51 32,851 2,089 137

29 32,851 2,089 137 2,922 307 95 11,612 185 61 12,491 505 65 23,282 1,891 167

30 23,282 1,891 167 2,330 227 21 1,534 167 6 2,506 347 32 23,106 1,771 156

23,106 1,771 156 2,038 209 46 1,224 176 2 2,677 303 55 22,467 1,677 147

2 22,467 1,677 147 2,513 100 1 855 164 4 2,386 290 14 22,594 1,427 134

3 22,594 1,427 134 2,329 86 6 1,102 268 1 2,723 479 98 22,200 1,034 42

22,200 1,034 42 1,888 105 0 1,502 225 1 2,637 128 5 21,451 1,011 37

5 21,451 1,011 37 1,888 222 1 7,325 76 34 1,940 192 3 21,399 1,041 35

6 21,399 1,041 35 1,932 158 0 1,773 61 0 1,956 173 2 21,375 1,077 33

β 23 1 1 ⌐ ⅜ ↕╣√↓≤⌐╟╡⁸ ─ ⌐ ⅎ⁸ ≤ ♦ꜞⱣ♥▫Ⱪ

╩ ℮ ⅜ ≤⌂∫√√╘⁸ ─ ╩ ⇔≡ ╩ ℮ ─ ╩ ⇔√⁹

                                        

ה

4 21,375 1,024 8 20,310 33 120 2 0 118 0 74 6 0 68 0 293 15 0 277 1 21,202 1,011 8 20,151 32

5 21,202 1,011 8 20,151 32 148 47 0 101 0 133 24 2 107 0 268 18 0 250 0 21,082 1,040 8 20,002 32

6 21,082 1,040 8 20,002 32 110 26 0 84 0 96 4 0 92 0 86 15 1 70 0 21,106 1,051 7 20,016 32

β 7 ╟╡₈ ₉₈ ₉₈ ♦ꜞⱣ♥▫Ⱪ ₉⌐⅔↑╢ ─ ⌐≈™≡│⁸ ⅛╠ ⌐

─№╢ ─ ⌐ ╢ ─℮∟⁸ ↔≤⌐ ─ ╙ ™ ⌐ ⇔√⁹
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５．国内商品市場取引に関する統計・資料等について（リンク先）

国内商品市場取引に関する統計・資料などの情報につきましては、次の商品取引所及び関係団

体のホームページをご覧ください。

⑴ 相場情報、ヒストリカルデータ

㈱東京商品取引所

「先物・オプション関連」 https://www.jpx.co.jp/markets/derivatives/index.html

「商品先物価格情報」    https://cf.market-info.jp/Japanese/Future/PriceInfoListTocom

㈱堂島取引所

「相場情報」       https://www.odex.co.jp/data/market-information/market-gold

「ヒストリカルデータ」 http://www.odex.co.jp/market/his_index.html

⑵ 統計データ

日本商品先物振興協会  業界統計データ  https://www.jcfia.gr.jp/study/data1.html

日本商品委託者保護基金 経営統計年報等  https://www.hogokikin.or.jp/hozensochi.htm

⑶ （一般向け）先物取引の解説

  商品先物市場の基本的な事項、概要等に関する紹介サイト

㈱東京商品取引所（「個人・一般の皆様」） https://www.jpx.co.jp/individuals/index.html

㈱堂島取引所（「商品先物取引ガイド」）   http://www.odex.co.jp/guide/about.html

日本商品先物振興協会（取引をなさる方へ） https://www.jcfia.gr.jp/index.html#1

〃     （産業界の皆様へ）  https://www.jcfia.gr.jp/index.html#6
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